

























































































時点 岩舟地区 静和地区 小野寺地区 岩舟町全体
平成14年４月１日 9,206 6,659 3,843 19,708
平成15年４月１日 9,186 6,530 3,769 19,479
平成16年４月１日 9,162 6,511 3,719 19,392
平成17年４月１日 9,148 6,579 3,668 19,395
平成18年４月１日 9,076 6,512 3,617 19,205
平成19年４月１日 9,011 6,511 3,554 19,076
平成20年４月１日 9,036 6,319 3,482 18,837
平成21年４月１日 9,047 6,270 3,424 18,741
平成22年４月１日 9,011 6,176 3,379 18,566























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ト 1,274人 1,785人 715人 73.9％
平成20年
７月21日
合併について
の意思を問う
住民投票
3,485票 5,492票 57.65％
平成21年
８月９日
針谷町長解職
投票
賛成
5,269票
反対
4,511票 66.70％
平成21年
９月27日
岩舟町長選挙 茂呂幸司
5,877票
（当選）
岩崎俊雄
5,332票 74.6％
平成22年
１月23日
栃木市を合併
対象市町村と
する合併協議
会設置協議に
ついての住民
投票
賛成投票
5,963票
（有効投票総
数の55.18％）
反対投票
4,843票 70.08％
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連続して行われた住民投票の逆転をどう考えるか
　住民の投票結果が浮動するこのような状況
をどう考えるべきであろうか。合併に関し
て、町民の意思は、そもそも、切実なもので
はなかったものと思われる。町長は、県から
の合併構想を受け、住民に説明をして回り、
県の言うとおりに、栃木市等との合併を進め
ようとした。このため、6回にわたる公報が
発行され、10回の地域懇談会が行われた。し
かし、住民の意思はこの時点では、佐野市と
の合併の方に強い志向があったことは間違い
ないであろう。これは、地理的な条件を考え
れば当然といえる。また、栃木市との合併協
議がその前に不調となった経緯があったから
なおさらだろう。栃木市との合併では、大平
町、藤岡町などと連携して市庁舎などの中枢
機能を栃木市から全体の中心（つまり藤岡・
岩舟の間）に移す事ができれば、栃木市（旧
栃木市）に対し、その公共サービスなどの利
害について対抗でき、メリットがあるが、そ
れができないなら、かなり不利となることは
否めない。地理的には、都心（旧栃木市市街
地）から遠く、逆に佐野市は岩舟町が接して
いるところなのである。
　これに対して、住民投票で栃木市との合併
を推進しようとした町長の意図が破れ、次の
町長が、住民の総意を踏まえて佐野市との合
併を進めようとしたものの、この合併では、
規模の大きい佐野市との関係では、対等の合
併は望みがたく、岩舟町民にとって不利な編
入合併となることが判明したことから、町長
はこの合併協議を休止することとし、町民へ
の説得に努めた。しかし、それはうまくいか
ず、町長はリコールされた。町民には町長の
独断専行と裏切りと映ったのであろうか。
　次に、佐野市との合併を推進する公約を掲
げる候補が町長に当選し、合併を推進した
が、その協議結果は、結局のところ、どう努
力してみても、佐野市の外周部として編入合
併することに等しい条件しか獲得できなかっ
たようにみえる。合併協議会での協議結果か
らみて、たしかに、岩舟町という住民自治の
場が失われる一方で、獲得されるものが少な
いことが分かる。町長、役場を失い、議員数
の枠は4人にすぎないものになるのである。
このような資料を示されたとき、町民の多く
がこれに反対しようと考えるのは、ある意味
では当然かもしれない。
　では、最後の栃木市との法定協議会設置協
議の住民投票の結果についてはどうであろう
か。町民にとって、これは、栃木市との合併
を積極的に推進したいという結果なのかどう
かはきわめて疑わしい。町民全体の親近感
は、むしろ、佐野市に対して総体として強い
ことは、アンケート、条例による住民投票で
明らかになっているからである。この栃木市
法定合併協議会設置の住民投票は、佐野市と
の合併調印式を阻止するぎりぎりのタイミン
グで行われたものであり、栃木市との合併を
推進したい人々と佐野市との合併をとりあえ
ず阻止したい人々が複合して、賛成に回った
ものと考えられる。
　これらの変動は、町内の3つの地区の利害
関係と関係があると思われる。小野寺地区
は、隣接する佐野市との合併を歓迎する人が
多いと言われているし、静和地区は、隣接す
る栃木市との合併を歓迎する人が多いと言わ
れる。浮動層は、岩舟地区に多いと言われる。
これらは伝聞にすぎないが、おそらく正鵠を
射ていると思われる。いずれも、逆になった
場合にもっとも打撃を受けることになる地区
だからである。これらは、結局のところ、昭
和の大合併が、合併された各地区について未
だにその弊害を解消し切れていないことを示
すものでもある。こうしたことは、全国で一
般的に見られるものでもある。
　リコールされた町長も、調印式に直面した
町民も、実際に合併の実現に直面したとき
に、合併というものの、町民全体にとって不
利益な実態を理解して、これを回避する行動
をとったと見ることができるのではないだろ
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市村　充章
うかと考える。何が不利益なのかといえば、
結局のところは、自己決定権が喪失するとい
うことであろう。
　なにより、この合併は、町民自身の本当の
意味での必要性から発したものではなかっ
た。国のはっきりしない理由に基づく強い指
導により、県によって強弱はあるものの、県
が市町村に対して強力な指導性を発揮して行
わせてきたものである。地方自治は、都道府
県ではなく、市町村を基礎として存在するも
のである。住民は、市町村を核として、その
自治を行っている。その基盤となる市町村が
大きくまとめられると、市の中央から遠い所
の意見は反映されにくくなるのは当然のこと
である。自治体は、住民の集合体としての利
害の共同体だから、あまり大規模なところの
周辺部になることは住民にとっては自治権の
放棄であり、得策とはいえない。
　岩舟町が佐野市との合併協議会休止した際
の公報によれば、地方自治と市町村合併の所
管大臣である総務大臣自身が、すでに市町村
合併が弊害の多いものであることを明言し、
現在残っている1,800市町村を大切にしたい
と表明していることを大きな論拠としてい
る。この発言が、この町長の路線変更の重大
な契機となって、合併が町民にとって益のな
いものであると判断したことが示唆されてい
る。ちなみに、現在の内閣における片山善博
総務大臣も、かねて市町村合併に批判的な言
動をなしている。
　そもそも、肝心の総務省自身、市町村合併
についてすでにその意義の見直しを行ってい
る。平成の大合併はすでに終了し、その弊害
を認め、これをどう緩和したらよいかが問わ
れている段階にある。
　平成22年3月、総務省は、「平成の合併に
ついて」と題する市町村合併の総括文書を公
表した。その内容は驚くべきものであった。
過去、国、総務省が都道府県を通じて推進さ
せてきた強引な市町村合併について、つぎの
ように半ば否定的な評価を自ら下したのであ
る。
　
3　平成の合併の評価
　市町村合併は地域の将来を見据えて行
われるものであり、その本来の効果が現れ
るまでには、市町村建設計画等で一般的に
定められている10年程度の期間が必要であ
ると考えられる。したがって、 大半の合併
市町村で合併後3～4年しか経っていない
現時点においては、短期的な影響の分析に
止まらざるを得ないが、多くの合併市町村
において、合併の評価は大きく分かれてい
る。
　特に、行政側の評価と住民側の評価か必
ずしも同じものとはならず、各種アンケー
ト等によれば、住民の反応としては、「合
併して悪くなった」、「合併しても住民サー
ビスか良くなったと思わない」、 「良いとも
悪いとも言えない」といった声が多く、「合
併して良かった」という評価もあるが、相
対的には合併に否定的評価がなされてい
る。
　なお、平成の合併の評価については、全
国町村会か「平成の合併をめぐる実態と評
価」（平成20年10月）をまとめている。そ
の 中で、合併によるプラス効果として、「財
政支出の削減」、「職員の能力向上」を挙げ
る一方、マイナス効果として、「行政と住
民相互の連帯の弱まり」、「財政計画との乖
離」、「周辺部の衰退」を挙げ、「市町村を
合併に向かわせたのは、財政問題、国・府
県の強力な指導」であり、国の合併推進策
の問題点を指摘している。その上で、 今後
の市町村の課題として、地域共同社会の実
現が必要であるとしている。
（総務省　平成の合併について　平成22年
3月　10p）
　このたびの岩舟町の合併を巡る経緯をみれ
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ば、平成の大合併での国と県の強引な役割が
浮き彫りとなる。何のために市町村が合併を
するべきなのかが曖昧なまま、一種の官製国
民運動のように遂行していった国と県の責任
は大きい。基礎自治体である市町村は、古来
から住民によって形成されてきた法人であ
る。国家の政府が交代してもそれとは関わり
なく存続してきたものであり、国や都道府県
が、勝手な指標を持って恣意的にこれを改編
する権限もそれを是認する法的な根拠もそも
そも存在しないことは、法制意見において、
すでに確認されている事実である。そのた
め、国は、外堀をうめるように、市町村に対
して、財政的な締め付けと県を通じた非権力
的な「技術的助言」を行うことによって、合
併の実を挙げようとしてきたのであろう。し
かし、平成の大合併は、日本の地方自治にとっ
て、遠い将来にわたって大きな打撃となって
しまうものであり、それはとりもなおさず日
本国民の民主主義に対する大きな打撃とな
る。
　佐野市との第10回合併協議会では、ひとり
の委員が、「県当局にも合併推進の責任者と
して栃木市との合併構想の真意を住民にはっ
きりと説明すべきだと思います。それか優し
さであります。」と述べているが、これは、
県が合併に果たしてきた強引で不合理な役割
を如実に示しているものといえる。それは、
地方自治への理解の不十分さを示すものであ
り、地方自治の本旨に適合しないものだと結
論せざるを得ないのである。
　おわりに、今回の調査に際し、心よく説明
及び資料提供をしていただいた岩舟町企画課
の唐木田仁氏他職員の皆様に心から御礼申し
上げる。なお、文章中の意見は、あくまで筆
者個人のものであることをお断りしておく。
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